
川崎市社会的養護自立支援拠点事業業務 委託事業者募集要項 

 

Ⅰ 事業の概要                                        

 

１ 委託名 

川崎市社会的養護自立支援拠点事業 

 

２ 事業の目的 

本市の児童相談所長が措置した里親及び児童福祉施設等の児童等に対し、入所中の児童等への自立に

向けた相談支援、退所者への自立した生活の継続のための相談支援等を実施することで、児童等が円滑

に社会的自立を果たせるよう支援を行うことを目的とします。 

 

３ 履行期間 

  令和６年４月１日から令和９年３月 31日まで（３年間） 

 

４ 業務内容 

別紙「川崎市社会的養護自立支援拠点事業 業務委託仕様書」のとおり 

 

５ 参考価格（消費税及び地方消費税を含む） 

令和６年度 31,125 千円 

令和７年度 31,125 千円 

令和８年度 31,125 千円 

 

Ⅱ 募集の手続き                                       

 

１ スケジュール 

公募の告知 令和６年１月 12 日（金） 

質問期間 令和６年 1月 12 日（金）～29日（月）正午 

質問締切 令和６年 1月 29 日（月）正午 

質問への回答 随時 

参加意向申出書等の提出締切 令和６年１月 24 日（水）正午 

提案資格確認通知発出 令和６年１月 31 日（水）予定 

企画提案書等の提出締切 令和６年２月５日（月）正午 

選考委員会 令和６年２月 14 日（水） 

※詳細については別途通知します。 

選考結果通知 令和６年３月４日（月）予定 

契約締結・事業開始 令和６年４月１日（月） 

 



２ 参加意向申出書の提出 

（１）参加者の資格要件 

   本事業に関する募集に応募することができる事業者は、本事業の趣旨を十分に理解し、安定して

事業を実施する能力を有する法人その他の団体であって、次の要件を全て満たすものとします。 

ア 川崎市契約規則第 2条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。 

イ 川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止中でないこと。 

ウ 令和５・６年度川崎市業務委託有資格業者名簿において、「99その他業務 05 介護、保育、福

祉の業務サービス」に搭載されていること。 

※令和６年２月 14日の選定委員会で審査を行う時点までに搭載される見込みである場合には、応募

することを可能としますが、上記時点において搭載されていない場合には提案資格を喪失するこ

ととします。 

エ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする法人でないこと。 

オ 川崎市暴力団排除条例（平成 24年川崎市条例第５号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経

営支援法人等又は暴力団員等と密接な関係を有することのない者 

カ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神奈川県条例第 75号）第 23 条第１項又は第２項の規定に

違反しない者 

キ 組織運営に関する規定を有し、予算及び決算を管理している団体であること。 

ク 職業安定法第30条第１項に規定する有料職業紹介事業に関する厚生労働大臣の許可を受けてい

ること。 

※令和６年２月 14日の選定委員会で審査を行う時点までに許可を受ける見込みである場合には、応

募することを可能としますが、上記時点において許可を受けていない場合には提案資格を喪失す

ることとします。 

 

（２）本委託事業に関する応募は複数事業者による共同提案も可能としますが、本市においては当該提

案を採択した場合は、その代表事業者のみと委託契約を締結することとします。 

共同提案を行う場合には、全事業者がア及びウからキの要件を満たすとともに、本市と委託契約

を締結する代表事業者がウの要件を、職業紹介に携わる事業者がクの要件を満たすことを条件とし

ます。 

なお、事業全体の進行管理等については、代表事業者の責任において行うこととします。 

 

（３）提出書類 

   本事業の受託を希望する者は、次の書類について１部提出してください。    

  ア 参加意向申出書（様式１） 

※代表者の印は、契約書に使用する代表者印を押印してください。 

  イ 誓約書（様式２） 

  ウ 団体の定款、規約、会則等  

  エ 団体の役員名簿 

  オ 職業安定法第30条第１項に規定する有料職業紹介事業に関する厚生労働大臣の許可を受けてい



ることが確認できる書類（申請中である場合には申請していることが確認できる書類） 

  カ 令和５年度予算書、令和４年度及び令和３年度決算書 

  キ 令和５年度事業計画書、令和４年度及び令和３年度事業報告書 

ク 団体概要（任意様式） ※チラシ、パンフレット等団体の活動内容がわかる資料で可 

    

（４）提出方法・提出先 

   事前連絡の上、「12 提出先及び問合せ先」に定める担当者まで持参又は郵送により提出してくだ

さい。 

   郵送による場合は、簡易書留等、配達記録が残る方法により送付してください。 

   提出締切日については「１ スケジュール」に定めるとおりとします。 

 

（５）提案資格確認結果通知 

   参加者の資格要件に基づく審査を行い、「提案資格確認結果通知書」の写しを電子メールで送付し、

原本は後日郵送します。 

 

３ 質問の取扱い 

（１）質問方法 

   質問は、質問書（様式３）により電子メールで「12 提出先及び問合せ先」に定める担当者まで

送信してください。また、送信後に電話で担当者にメールが到達したことの確認をお願いします。

なお、メールの件名は、「質問書の送付」としてください。 

   受付期間は「１ スケジュール」に定めるとおりとします。 

 

（２）回答方法 

   質問に対する回答は、随時電子メールにより送信します。また、併せて、川崎市ホームページ上

で全ての質問及び回答を掲載します。 

 

４ 企画提案書等の提出 

（１）企画提案書の提出 

   本事業の受託を希望する者は、参加資格要件の確認後、次の書類について原本１部及び写し 10 部

を提出してください。 

  ア 企画提案書（様式４） 

※代表者の印は、契約書に使用する代表者印を押印してください。 

  イ 見積書（様式５）、積算内訳書（様式指定なし） 

・事業に要する経費について、参考価格の範囲内で見積もってください。 

・支援対象者の人数は、仕様書の「７ 事業の対象者」に掲げる人数も参考に、１学年当たり概

ね 30人程度として見積もってください。なお、実際の履行期間における児童等の人数はこれを

超える場合もありますので、あらかじめ御了承ください。 

・運営経費については、職員の人件費、事務所賃料、機器リース費、通信費、消耗品費、旅費、



研修費、役務費等を計上してください。 

・費目ごとに金額を示し、その算定根拠についても記載してください。 

・見積書には３年度分の見積額を記載してください。また、積算内訳書は同内容のものを年

度ごとに３枚作成してください。（仕様が同様であるため、内容・額が年度ごとに変わらな

いよう作成してください） 
・契約金額は、見積書に記載の金額に 10／100 に相当する金額を加算した額となります。そのた

め、消費税及び地方消費税の課税事業者か免税事業者かを問わず、見積金額は事業に関わる経

費として積算した金額の 100／110 に相当する金額を記載してください。 

 

（２）企画提案書等の取扱い 

  ・提出期限後は、提出書類の差し替え、変更又は追加は認めません。 

  ・本市で必要があると判断した場合は、補足資料を求めることがあります。 

 

（３）提出方法 

   事前連絡の上、「12 提出先及び問合せ先」に定める担当者まで持参により提出してください。 

   提出締切日は「１ スケジュール」に定めるとおりとします。 

     

５ 選定方法 

  公募型プロポーザル方式による評価を行います。 

  川崎市こども未来局内に設ける評価委員会において、企画提案書、プレゼンテーション及び質疑応

答を行い、その内容を基に審査を実施し、最も優れた提案を選定します。 

なお、同点の場合には、次のとおり事業者を選定します。 

（１）１位の点数をつけた委員が多い提案を選定する。 

（２）（１）で選定されない場合、評価基準「２ 事業の実施内容」の合計点が多い提案を選定する。 

（３）（２）で選定されない場合、見積金額が低い提案を選定する。 

 

また、参加いただく評価委員会の日時等については別途提案者宛てお知らせします。 

 

６ 選定基準 

  別紙「評価基準表」のとおり 

 

７ 選定結果の通知 

選定後、各参加者に郵送で通知します。また、併せて、川崎市ホームページ上にて結果を掲載します。 

 

８ 契約の締結 

選定結果通知後、選定された事業者と仕様の細部や契約金額等について協議し、協議が成立した場

合には、当該事業の委託に係る随意契約を締結します。この場合において、改めて仕様書を作成し、

見積書の提出を求めることとなります。 



 

９ 辞退 

 ・契約締結までは、企画提案を辞退することができます。 

 ・辞退にあたっては、書面により申し出てください。 

 ・契約締結前に採択事業者の辞退があった場合は、第２順位以降（選定基準において満点の 60％以上

の得点を獲得している場合に限る。）で高順位の事業者を繰り上げで採択するものとします。 

 

10 失格事由 

次の事由に該当する場合は、失格となります。 

（１）提出書類が提出期間内に提出されなかった場合 

（２）提出書類の内容に虚偽の記載がある場合 

（３）提出書類の提出後に、本募集要項「Ⅱ－２（１）参加者の資格要件」に定める要件を満たさなく

なった場合 

（４） その他、本募集要項に定める手続き、方法等を遵守しない場合 

 

11 その他 

（１）提出書類の作成、提出、プレゼンテーション等、本プロポーザルに要する費用は、全て参加者の

負担とします。 

（２）提出書類は、返却しません。 

（３）提出書類は、本事業の受託者の評価以外に参加者に無断で使用しません。 

（４）提出書類は、川崎市情報公開条例（平成 13年川崎市条例第１号）の規定に基づき公開することが

あります。 

（５）手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は円とします。 

（６）その他、本事項に定めのない事項については、川崎市と協議するものとします。 

（７）受託予定者決定の効果は、川崎市議会定例会における、本調達に係る予算の議決（令和６年３月

頃）を要します。 

 

12 提出先及び問合せ先 

  所管課：川崎市こども未来局児童家庭支援・虐待対策室児童福祉担当 

      （〒210-8577 川崎市役所本庁舎 15階） 

  郵送先：〒210－8577 川崎市川崎区宮本町１ 

  電 話：044－200－2929 

  E-mail：45zidohu@city.kawasaki.jp  

担当者：川本・小椋 

mailto:45zidohu@city.kawasaki.jp

